
　 本章では、 障害福祉サービ ス * 等の種類ごと に、 必要な量の見込みと その見込み量の確保の

ための方策を 示し ます。

　 量の見込みにあたっ ては、 計画の基本的な方向で示し た考え方を 参考と し 、 こ れまでの実績や

当事者のニーズ、 支援者の意見、 事業所における今後の事業展開の意向等を 踏まえて、 見込んで

います。
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障　 害　 福　 祉　 サ　 ー　 ビ 　 ス（ 障害者総合支援法）

居住系サービス

① 共同生活援助

（ グループホーム）

② 施設入所支援

○ 相談支援

《 任　 意　 事　 業》

① 訪問入浴サービス

② 在宅障害者タイムケア

③ 障害児自立サポート

訪問系サービス

① 居宅介護

② 重度訪問介護

③ 同行援護

④ 行動援護

⑤ 重度障害者等包括支援

地　 域　 生　 活　 支　 援　 事　 業

《 必　 須　 事　 業》　             

① 理解促進研修・ 啓発　 　 ⑧ 移動支援

② 自発的活動支援　 　 　 　 ⑨ 地域活動支援センター機能強化

③ 相談支援　 　 　 　 　 　 　  　 　

④ 成年後見制度利用支援・

　  成年後見制度法人後見支援

⑤ 意思疎通支援等

⑥ 日常生活用具給付等

⑦ 手話奉仕員養成研修

日中活動系サービス

① 生活介護　 ② 自立訓練

③ 就労選択支援

④ 就労移行支援

⑤ 就労継続支援

⑥ 就労定着支援

⑦ 短期入所（ ショ ート ステイ）

⑧ 療養介護

⑨ 自立生活援助

障害児通所支援（ 児童福祉法）

① 児童発達支援 

② 放課後等デイサービス

③ 保育所等訪問支援

④ 居宅訪問型児童発達支援

○ 障害児相談支援

　 　  障害福祉サービス*等の体系と 見込み量推計の考え方

（ 1 ） 障害福祉サービス等の体系

（ 2 ） 見込み量推計の考え方

各サービスの見込量については、次の事項を考慮し て設定し まし た。

○前期計画期間における利用実績

○当事者や関係団体、事業所調査等から 得た利用ニーズの動向

○施設入所者の地域生活への移行者数

○特別支援学校*卒業者数

○入院中の精神障害者のう ち、地域生活への移行後に利用が見込まれる人の数

○平均的な1人当たり 利用量　 等

１
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　 　  見込み量と 確保の方策

（ 1 ） 訪問系サービス

① 居宅介護

自宅で、 入浴、 排せつ、 食事の介護等を行います。

② 重度訪問介護

重度の肢体不自由者で常時介護を要する人に対し 、 居宅における入浴、 排せつ又は食事

の介護、 外出時における移動中の介護等を総合的に行います。

③ 同行援護

視覚障害によ り 、 移動に著し い困難を 有する 人に、 移動に必要な情報の提供（ 代筆・

代読を含む） 、 移動の援護等の外出支援を行います。

④ 行動援護

自己判断能力が制限さ れている人が行動する際に、 危険を回避するために必要な支援や

外出支援を行います。

⑤ 重度障害者等包括支援

介護の必要性がと ても 高い人に、 居宅介護等複数のサービスを包括的に行います。

■訪問系サービスの実績と 見込量

種類 単位

第６ 期実績 第７ 期見込量

令和

３ 年度

令和

４ 年度

令和

５ 年度

令和

６ 年度

令和

７ 年度

令和

８ 年度

居宅介護

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
8 ,8 1 3 9 ,2 2 3 9 ,2 4 0 9 ,5 4 4 9 ,7 1 2 9 ,8 8 1

人/月 5 9 2 6 0 3 6 1 3 6 2 4 6 3 5 6 4 6

重度訪問介護

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
2 ,2 9 2 3 ,7 4 6 4 ,5 3 3 5 ,9 9 4 7 ,4 9 2 8 ,9 9 0

人/月 7 1 0 1 3 1 6 2 0 2 4

同行援護

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
7 6 3 8 3 9 8 9 8 1 0 2 9 1 ,1 3 8 1 ,2 6 0

人/月 6 3 7 1 7 7 8 5 9 4 1 0 4

行動援護

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
1 ,0 9 4 1 ,0 4 1 1 ,0 4 6 1 ,0 8 3 1 ,1 3 8 1 ,1 9 3

人/月 6 0 6 0 5 7 5 9 6 2 6 5

重度障害者等

包括支援

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
0 0 0 0 0 0

人/月 0 0 0 0 0 0

注） 令和３ 年度及び令和４ 年度は実績。 令和５ ～８ 年度は見込み。

2
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■サービ ス提供基盤の見込み

サービス
市内事業所

令和４ 年度末 令和８ 年度末

居宅介護 5 1 5 4

重度訪問介護 4 8 5 1

同行援護 1 2 1 5

行動援護 ７ 　 ９

重度障害者等包括支援 ０ ０

【 見込量の確保の方策】

① 居宅介護

需要の高まり に対応するため、 事業者に働きかけ、 新たな事業者の参入を促進し ます。

② 重度訪問介護

新たな事業者の参入に必要な支援方法（ 専門知識や支援技術を持つ従事者の養成、 情報

提供等） を検討し ます。

③ 同行援護

引き 続き 需要が高いこ と が見込まれるため、 県と 連携し 、 ガイ ド ヘルパーの養成・ 確保

に努め、 サービスの提供体制の維持に努めます。

④ 行動援護

需要の高まり が見込まれるため、 事業者に働きかけ、 新たな事業者の参入を促進し ます。

⑤ 重度障害者等包括支援

需要の有無を見ながら 、市内の関係団体やサービス事業者、相談員等から の情報をもとに、

サービス実施の必要性について検討します。

（ 2 ） 日中活動系サービス

① 生活介護

常に介護を必要と する人に、 昼間、 入浴、 排せつ、 食事の介護等を 行う と と も に、 創作

的活動又は生産活動の機会を提供し ます。

② 自立訓練

自立し た日常生活又は社会生活ができ るよう 、 一定期間、 身体機能又は生活能力の向上

のために必要な訓練を行います。 機能訓練と 生活訓練があり ます。

③ 就労選択支援

就労を 希望する人が就労先・ 働き 方についてより 良い選択ができ るよう 、 本人の希望、

　 　 　 　 就労能力や適性等に合っ た選択を支援し ます。
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④ 就労移行支援

一般企業等への就労を希望する人に、 一定期間（ 最長２ 年間） 、 就労に必要な知識及び

能力の向上のために必要な訓練を行います。

⑤ 就労継続支援

一般企業等での就労が困難な人に、 働く 場を提供すると と も に、 知識及び能力の向上のた

めに必要な訓練を行います。 雇用契約を結ぶＡ 型と 、 雇用契約を結ばないＢ 型があり ます。

⑥ 就労定着支援

一般就労に移行し た人に、 就労に伴う 生活面の課題に対応するための支援を行います。

⑦ 短期入所（ ショ ート ステイ ）

自宅で介護する 人が病気の場合などに、 短期間、 夜間も 含め施設で、 入浴、 排せつ、

食事の介護等を行います。

⑧ 療養介護

医療と 常時介護を 必要と する 人に、 医療機関で機能訓練、 療養上の管理、 看護、 介護

及び日常生活の支援を行います。

⑨ 自立生活援助

一人暮ら し に必要な理解力・ 生活力等を補う ため、 定期的な居宅訪問や随時の対応によ

り 日常生活における課題を把握し 、 必要な支援を行います。

■日中活動系サービ スの実績と 見込量

種類 単位

第６ 期実績 第７ 期見込量

令和

３ 年度

令和

４ 年度

令和

５ 年度

令和

６ 年度

令和

７ 年度

令和

８ 年度

生活介護

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
1 5 ,4 7 8 1 5 ,2 3 1 1 5 ,7 7 1 1 5 ,8 6 2 1 5 ,9 5 4 1 6 ,0 4 5

人/月 8 5 3 8 4 3 8 6 2 8 6 7 8 7 2 8 7 7

自立訓練

（ 機能訓練）

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
7 8 4 1 1 2 3 1 4 1 1 5 8 1 9 3

人/月 5 3 7 8 9 1 1

自立訓練

（ 生活訓練）

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
5 3 3 6 1 0 5 2 9 6 1 0 6 7 6 7 5 6

人/月 4 4 4 6 4 1 4 6 5 1 5 7

就労選択支援

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
0 1 6 7 3 3 4

人/月 0 1 0 2 0

就労移行支援

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
1 ,8 2 2 1 ,7 4 7 1 ,6 2 3 1 ,6 8 8 1 ,6 8 8 1 ,6 8 8

人/月 1 0 9 1 0 5 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1
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種類 単位

第６ 期実績 第７ 期見込量

令和

３ 年度

令和

４ 年度

令和

５ 年度

令和

６ 年度

令和

７ 年度

令和

８ 年度

就労継続支援

（ Ａ 型）

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
2 ,9 7 4 3 ,5 1 8 3 ,5 7 6 4 ,2 2 7 4 ,7 5 1 5 ,3 4 9

人/月 1 5 9 1 9 0 2 0 1 2 2 6 2 5 4 2 8 6

就労継続支援

（ Ｂ 型）

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
1 6 ,2 2 1 1 7 ,3 2 0 1 8 ,1 7 6 1 9 ,0 7 0 2 0 ,0 1 1 2 1 ,0 0 1

人/月 1 ,0 3 4 1 ,0 9 4 1 ,1 3 9 1 ,1 9 5 1 ,2 5 4 1 ,3 1 6

就労定着支援 人/月 4 9 5 1 4 6 4 7 4 8 4 9

短期入所

（ 合計）

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
9 6 9 8 3 6 9 4 9 1 ,1 1 6 1 ,1 7 1 1 ,2 2 5

人/月 1 9 6 1 8 5 2 1 5 2 2 5 2 3 6 2 4 7

短期入所

（ 福祉型）

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
8 7 3 7 3 7 8 4 0 1 ,0 0 2 1 ,0 5 2 1 ,1 0 1

人/月 1 7 6 1 6 5 1 9 3 2 0 2 2 1 2 2 2 2

短期入所

（ 医療型）

時間/月

（ 延べ利用時間/月）
9 6 9 9 1 0 9 1 1 4 1 1 9 1 2 4

人/月 2 0 2 0 2 2 2 3 2 4 2 5

療養介護 人/月 8 2 8 5 8 6 8 8 9 0 9 2

自立生活援助 人/月 1 7 1 4 1 3 1 6 2 0 2 4

う ち 精神障害者 人/月 ８ ８ ７ ９ 1 1 1 3

■サービ ス提供基盤の見込み

サービス
事業所数（ 箇所） 定員数（ 人）

令和４ 年度末 令和８ 年度末 令和４ 年度末 令和８ 年度末

生活介護 3 8 4 1 8 3 4 9 0 2

自立訓練（ 機能訓練） １ ４ 6 2 6 2

自立訓練（ 生活訓練） ７ ９ 7 8 9 9

就労選択支援 ２ 1 2

就労移行支援 1 9 2 1 2 0 3 2 3 1

就労継続支援（ Ａ 型） 1 3 2 2 2 0 0 3 5 2

就労継続支援（ Ｂ 型） 5 8 7 0 1 ,1 1 8 1 ,3 3 0

就労定着支援 1 2 2 1 ― ―

短期入所（ 福祉型） 1 7 2 5 ― ―

短期入所（ 医療型） ３ ４ ― ―

療養介護 １ １ ― ―

自立生活援助 ４ ８ ― ―
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【 見込量の確保の方策】

① 生活介護

障害者*の個々の特性に応じ たサービスが提供でき るよ う 、 事業所の体制の強化や職員

の資質向上、 活動内容の充実を図るために必要な情報提供等を行います。

また、 医療的ケアの必要な利用者について、 利用者数やニーズの把握に努めると と も に、

看護師配置やスタ ッ フ の養成等の受入体制整備を図り 、 事業所確保に努めます。

② 自立訓練

機能訓練サービスは、 障害者のニーズに応えら れるよう 、 関係機関と 連携し て進めてい

き ます。

生活訓練サービ スは、 就労や日中活動系サービ スの継続的な利用の前段階と し ての、

生活習慣の確立・ 定着に向けた役割や、 地域生活移行者の地域定着支援と し ての役割も

担っ ているため、 必要と する利用者が適切にサービスを利用でき るよう 、 入所施設や医療

機関と 連携し て進めます。

③ 就労選択支援

障害者総合支援法の改正により 新たに創設さ れたサービスで、 令和７ 年1 0 月以降の実施

に向け、体制の確保に努めます。

④ 就労移行支援

一般就労を目指す障害者が適切な支援を受け、 一般就労につながっ ていく よう 、 就労移

行支援の利用を促進するための周知・ 啓発に努めます。

障害者雇用について、 ハローワーク *等と 連携し 、 雇用先の開拓や障害者と のマッ チン

グの促進、 障害者の職域拡大、 障害の特性等に応じ た適切な職業訓練が受けら れるよう 支

援に努めます。

ジョ ブコ ーチ*養成確保に努めると 共に、 ジョ ブコ ーチ*と 協働し てサービス利用者の定

着支援を行う こ と で、 就労移行支援事業所の支援の質の向上につなげます。

学校卒業後の一般就労や、 福祉的就労から 一般就労への移行を促進すると と も に、 障害

者の就労についての相談支援等、 個々の障害の特性に応じ た職業選択の支援に努めます。

⑤ 就労継続支援

Ａ 型事業所は、 サービス利用者にと っ ては雇用契約に基づく 安定的な収入の確保ができ

る事業であるため、 今後も 利用者数の増加を見込んでいて、 事業所も 一定数を確保し なが

ら 、 サービスの充実に努めます。

Ｂ 型事業所は、 就労移行支援事業を 利用し ても 就労に至ら なかっ た障害者の移行先と

し ての機能を併せ持っ ており 、 今後も 利用者数の増加を見込んでいて、 事業所も 一定数を

確保し ながら 、 サービスの充実に努めます。

Ａ 型事業所、 Ｂ 型事業所と も に、 事業所内で生産・ 製作する物品等についての販路拡大

や、 安定的な売上を 確立さ せる ため、 事業所、 行政、 企業等の連携強化を 行い、 利用者

の賃金（ Ａ 型） 、 作業工賃（ Ｂ 型） の引き 上げにつながる よ う な生産活動の充実を 図り

ます。
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⑥ 就労定着支援

平成3 0 年度に創設さ れた事業で、 引き 続き 事業の周知に努め、 積極的な利用を 推進

し ます。

定期的な職場訪問や相談を 行う 事業者と 連携し 、 障害者*が抱える 課題を 抽出する と

と も に、 雇用企業をはじ めと する各関係機関と 協力し 、 障害者がその特性に合っ た就労を

継続でき るよう 支援し ます。

⑦ 短期入所（ ショ ート ステイ ）

緊急時の安心の確保や、 親亡き 後の生活に向けての準備等、 短期入所のニーズは高く 、

障害者のアンケート でも こ れから 利用し たいサービスと し て、 最も 希望が多かっ たサービス

ですが、 急な利用の希望に沿えない状況や、 事業所が少ないと いっ た声が挙がっ ている

ため、 障害者の地域生活を 支える重要な機能と し て更なる整備が必要であり 、 各事業所の

協力を得ながら 全体量を増やし 、 緊急時に受入ができる体制確保に努めます。

特に、 医療的ケアが必要な利用者については、 利用でき る事業所が限ら れており 、 医療

機関と の連携強化を図り ながら 事業所確保を進めます。

⑧ 療養介護

療養介護は、 筋萎縮性側索硬化症（ Ａ Ｌ Ｓ ） や筋ジスト ロフ ィ ー患者、 重症心身障害者

に対応でき る医療施設でのみ実施が可能な事業であるこ と から 、 事業所の増加を図るこ と

はでき ませんが、 増加傾向にあるニーズに対応するため、 医療機関と の連携を図り 、 サー

ビス実施の拡大に努めます。

⑨ 自立生活援助

平成3 0 年度に創設さ れた事業で、 施設やグループホームから 、 自宅や一般のアパート

等で自立し た生活を 始める 際に有効なサービ スであり 、 第６ 期計画で見込んだ人数よ り

も 、 多く の人が利用し ています。 今後も 必要な障害者が利用でき る よ う に周知を 図り 、

利用の促進に努めます。

（ 3 ） 居住系サービス

① 共同生活援助（ グループホーム）

夜間や休日に、 障害者*が共同生活を 行う 住居で 、 相談、 入浴、 排せつ又は食事の

介護、 その他の必要な日常生活上の援助を行います。

② 施設入所支援

施設に入所している障害者に対して、主に夜間における入浴、排せつ等の介護や日常生活上

の相談支援等を行います。
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■共同生活援助の実績と 見込量

種類 単位

第６ 期実績 第７ 期見込量

令和

３ 年度

令和

４ 年度

令和

５ 年度

令和

６ 年度

令和

７ 年度

令和

８ 年度

共同生活援助 人/月 5 7 0 5 8 4 6 0 2 6 1 6 6 3 6 6 5 4

（ う ち　 日中サービス

　 支援型共同生活援助）
人/月 １ １ ８ 1 2 1 6 2 0

（ う ち　 精神障害者の

利用者数）
人/月 1 5 2 1 5 6 1 6 5 1 7 2 1 7 9 1 8 6

施設入所支援 人/月 2 5 4 2 3 9 2 4 0 2 3 3 2 2 6 2 2 0

注） 令和３ 年度及び令和４ 年度は実績。 令和５ ～８ 年度は見込み。

■サービ ス提供基盤の見込み

サービス
事業所数（ 箇所） 定員数（ 人）

令和４ 年度末 令和８ 年度末 令和４ 年度末 令和８ 年度末

共同生活援助（ グループホーム） 1 3 1 1 6 3 7 4 7 9 7 8

（ う ち　 日中サービス支援型共同生活援助） １ ３ 2 0 6 0

施設入所支援 ６ ５ 2 8 0 2 3 5

【 見込量の確保の方策】

① 共同生活援助（ グループホーム）

地域移行の受け皿と し て、 また保護者の高齢化によ り 、 親亡き 後の生活の場と し て、

依然と し てニーズが高いサービスであるため、 必要と する障害者が待機するこ と なく 利用

出来るよう 、 グループホーム数の確保に努めます。

知的障害者ではケア付き の住まいと し ての利用が多く 、 精神障害者では単身生活に向け

た準備段階と し ての利用が多い等、 障害の特性や程度に応じ てニーズも 違い、 また、 障害

の特性に配慮し た施設整備を求める声も あるため、 引き 続き 事業者の協力を 得ながら 障害

の特性に応じ たグループホームの確保に努めます。

② 施設入所支援

施設入所者については、地域生活への移行を 進めていく こと が求めら れていること から 、

障害者*の特性に応じた移行先を見極め、地域移行の促進に努めます。

一方で、入所希望の待機者も あること から 、関係団体・ 事業者等とと も に、利用希望者の

把握を 行い、適切なケアマネジメ ント *により、入所を 必要と する人の待機状態の解消に努め

ます。
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（ 4 ） 相談支援・ 地域生活支援拠点等*

① 相談支援

ア…計画相談支援

障害福祉サービス*を 利用するすべての障害者及び地域相談支援を 利用する 障害者を

対象に、 支給決定を行う 際にサービス等利用計画を作成すると と も に、 一定期間後にお

いて、 サービスの利用状況の検証を行い、 計画の見直し を行います。

イ …地域移行支援

障害者施設に入所している障害者や入院している精神障害者等を対象に、住居の確保そ

の他の地域生活に移行するための活動に関する相談支援を行います。

ウ…地域定着支援

居宅において単身で生活している障害者等を対象に、常時の連絡体制を確保し 、緊急時

には必要な支援を行います。

② 地域生活支援拠点等*

（ 成果目標再掲）

障害の重度化や高齢化、親亡き 後を 見据え、国の指針における地域生活支援拠点等*（「 地

域生活支援拠点」または「 面的な体制」を指す）のう ち、相談支援や日中活動サービス、短期入

所等の各サービスを 一施設に集約して行う「 多機能拠点整備型」ではなく 、地域において、各

サービスを複数の機関で役割分担して整備する「 面的整備型」を進めています。

この「 面的整備」を進めるための具体的な施策として、こ れまで、既存の相談支援センターに

よる相談支援体制と 緊急時の受入体制の整備を進めてきました。

今後は、既に確保している体制の機能に加え、基幹相談支援センター*を設置することで、相

談支援体制の充実に努め、年１回以上、運用状況を検証及び検討することとします。

■相談支援の実績と 見込量

種類 単位

第６ 期実績 第７ 期見込量

令和

３ 年度

令和

４ 年度

令和

５ 年度

令和

６ 年度

令和

７ 年度

令和

８ 年度

計画相談支援 人/月 1 ,1 7 9 1 ,3 1 5 1 ,2 4 5 1 ,2 8 4 1 ,2 4 5 1 ,3 6 5

地域移行支援 人/月 ４ ４ ２ ２ ２ ２

（ う ち　 精神障害者の利用者数） 人/月 ４ ４ ２ ２ ２ ２

地域定着支援 人/月 1 3 1 5 1 5 1 6 1 7 1 8

（ う ち　 精神障害者の利用者数） 人/月 1 2 1 1 ９ ９ ９ ９

地域生活支援拠点等*の整備 人/月 １ １ １

注） 令和３ 年度及び令和４ 年度は実績。 令和５ ～８ 年度は見込み。
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■サービ ス提供基盤の見込み

サービス
事業所数（ 箇所）

令和４ 年度末 令和８ 年度末

計画相談支援 3 3 4 5

地域移行支援 1 5 1 7

地域定着支援 1 5 1 8

①…地域生活支援拠点等*の設置箇所数 １ １

②…運用状況の検証・ 検討の実施回数 年 1 2 回 年 1 2 回以上

【 見込量の確保の方策】

① 相談支援

身近な地域で相談支援が受けら れるよう 、 相談支援事業所の拡充を図ると と も に、 基幹

相談支援センタ ー*を核と する相談体制の再構築を図り ます。

障害者*、 障害児の保護者から は、 「 どんなサービ スがあるのかわから ない。 」 「 どん

なサービスが使えるのかわから ない。 」 と いう 問い合わせが多く 、 必要と さ れるサービス

の利用につなげるためにも 、 相談支援事業を周知し 、 利用の促進に努めます。

地域移行を 促進し ていく 中では、 地域移行支援、 地域定着支援のニーズが高まる こ と

が見込まれるこ と から 、 障害者が地域で安定し た生活を送れるよう 、 相談支援の担い手の

育成と 確保に努めます。

② 地域生活支援拠点等*

基幹相談支援センタ ー*を 中心と する相談機能／一人暮ら し やグループホームにおける

生活等の体験の機会や場の提供／ショ ート ステイ の利便性や対応力向上等の緊急時の受

入／対応機能／人材の確保や養成と いっ た専門性の維持機能／居住支援、 障害者*の高齢

化に対応し た日中活動の場の提供等／「 面的体制」 に求めら れている 機能の充実に努め

ます。

長野市障害ふく し ネッ ト において、 年１ 回以上、 面的体制の運用状況の検証及び検討を

行います。

（ 5 ） 障害児*通所支援・ 相談支援

① 児童発達支援

未就学の障害児に、 日常生活における 基本的動作の指導、 知識や技能の付与又は集団

生活への適応のための訓練、 その他必要な支援等を行います。

② 放課後等デイサービス

学校通学中の障害児に対し 、 放課後や夏休み等の長期休暇中に、 生活能力向上

のために必要な訓練と 、 社会と の交流の促進を行います。
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③ 保育所等訪問支援

障害児施設で指導経験のある児童指導員や保育士が、保育所等を２ 週間に１回程度訪問し 、

障害児や保育所等のスタッフ に対し 、障害児が集団生活に適応するための専門的な支援を

行います。

④ 障害児相談支援

障害児が障害児通所支援（ 児童発達支援・ 放課後等デイサービス等）を利用する前に障害児

支援利用計画を作成し（ 障害児支援利用援助）、通所支援開始後、一定期間ごとにモニタリング

を行う（ 継続障害児支援利用援助）等の支援を行います。

⑤ 居宅訪問型児童発達支援

障害児の居宅を訪問し 、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援

を実施します。

■障害児*通所支援・ 相談支援の実績と 見込量

種類 単位

第６ 期実績 第７ 期見込量

令和

３ 年度

令和

４ 年度

令和

５ 年度

令和

６ 年度

令和

７ 年度

令和

８ 年度

児童発達支援

人日分/月

（ 延べ利用日数/月）
2 ,2 7 5 2 ,5 2 3 2 ,5 8 8 2 ,7 0 4 2 ,7 9 2 2 ,8 8 0

人/月 2 2 0 2 4 4 2 3 5 2 4 3 2 5 1 2 5 9

放課後等

デイ サービス

人日分/月

（ 延べ利用日数/月）
8 ,4 3 3 9 ,5 0 8 1 0 ,7 2 6 1 1 ,8 7 2 1 3 ,1 4 1 1 4 ,5 4 5

人/月 7 8 0 8 7 7 9 5 5 1 ,0 5 7 1 ,1 7 0 1 ,2 9 5

保育所等

訪問支援

人日分/月

（ 延べ利用日数/月）
4 4 3 6 4 7 5 4 5 9 6 3

人/月 3 9 3 5 4 5 4 8 5 2 5 6

障害児

相談支援
人/月 2 8 1 3 8 5 3 5 5 3 9 9 … 4 4 8 5 0 4

居宅訪問型

児童発達支援

人日分/月

（ 延べ利用日数/月）
１ １ １ １ １ １

人/月 １ １ １ １ １ １

注） 令和３ 年度及び令和４ 年度は実績。 令和５ ～８ 年度は見込み。
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■サービ ス提供基盤の見込み

サービス
事業所数（ 箇所） 定員数（ 人）

令和４ 年度末 令和８ 年度末 令和４ 年度末 令和８ 年度末

児童発達支援

（ 児童発達支援センタ ー含む）
3 1 3 2 3 3 0 3 5 2

放課後等デイ サービス 5 3 7 2 5 1 5 7 2 0

保育所等訪問支援 ４ ６ ― ―

障害児相談支援 2 2 2 8

居宅訪問型児童発達支援 １ 1

【 見込量の確保の方策】

① 児童発達支援

発達障害*と 診断さ れる児童数の増加により、ニーズは年々高まっているため、必要な児童が

早い段階から 支援を 受けら れるよう 、障害の早期発見を 担う 市の関係機関と 連携し 、早期療

育を実現します。また、集団生活の場の確保や療育プログラムの充実を図り、障害児*と その保

護者のニーズに応じた療育・ 相談体制の整備を進めます。

② 放課後等デイサービス

発達障害*と 診断さ れる児童数は増加しており、高まるニーズに応え、必要な児童が成長に応

じた適切な支援を受けら れるよう 、サービスの提供体制の整備に努めます。

③ 保育所等訪問支援

発達に不安のある児童が、身近な地域の中で、地域の児童と 関わりを持ちながら 保育を受け

ら れるよう 、保育所等訪問支援事業所数を確保し 、保育所等と 連携してサービスの実施体制の

充実を図ります。

④ 障害児相談支援

年々増加している相談数に対応できるよう 、新規事業者の参入を図り、相談支援体制の強化

に努めます。

⑤ 居宅訪問型児童発達支援

利用を希望する児童が、希望する量の利用を継続できるよう 、提供体制の維持に努めます。
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（ 6 ） 発達障害者*等に対する支援

① 発達障害者（ 児）及び家族等の支援

ア…ペアレント プログラ ム、 ペアレント ト レーニングの実施

ペアレント プログラム、ペアレント ト レーニングを実施し 、発達障害者（ 児）及びその家族に

対する支援体制の構築を検討します。

イ …ペアレント メ ンタ ー養成等事業（ 県）

ペアレント メ ンターを 養成し 、発達障害者（ 児）及びその家族に対する支援体制の構築を

検討します。

ウ…ピアサポート *推進事業

ピアサポート *の推進及び青年期の居場所作り 等を 行い、 発達障害者（ 児） 及びその

家族に対する支援体制の構築を検討し ます。

■発達障害者*等に対する 支援の実績と 見込量

種類 単位

第６ 期（ 第２ 期） 実績 第７ 期（ 第３ 期） 見込量

令和

３ 年度

令和

４ 年度

令和

５ 年度

令和

６ 年度

令和

７ 年度

令和

８ 年度

ペアレント ト レ ーニングや

ペアレント プログラ ム等の

支援プログラ ム等の

受講者数（ 保護者） 及び

実施者数（ 支援者）

受講者数/年 0 3 0 3 0 3 0 3 0

実施者数/年 0 2 2 2 2

ピアサポート の活動への

参加人数
人/年 1 2 4 1 3 0 1 3 0 … 1 3 0 … 1 3 0 …

　 　 　 　 　 　 　

（ 7 ） 地域生活支援事業（ 必須事業）

① 理解促進研修・ 啓発事業

障害者等が日常生活及び社会生活を送る上で生じ る「 社会的障壁」 をなく すため、 地域

の住民に対し て、 理解を深めるための研修会やイ ベント の開催、 啓発活動等を行います。

障害者週間*啓発事業やタ ウンミ ーティ ング、 障害児発達支援研修・ 啓発事業に取り 組

み、 同時に広報による周知・ 啓発を行っ ています。

地域共生社会の考え方のも と 、 障害者への理解を促すための事業を引き 続き行います。

② 自発的活動支援事業

障害のある人、 その家族、 地域住民等が地域において自発的に行う 活動を支援する事業

で、 障害者の福祉について市民の関心と 理解を 深め、 障害者が社会活動に積極的に参加

する意欲を高めるために、 障害者団体が行う 障害者団体社会活動事業に対し 、 障害者団体

　 　 　 社会活動事業補助金を交付し ます。
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③ 相談支援事業

地域の障害者等と その保護者及び介護者等から の相談に応じ 、 必要な情報の提供や権利

擁護*のための援助を行い、 自立し た生活ができるよう 支援し ます。

本市では、 障害のある人の一般的な相談支援を 行う と と も に、 障害児*、 障害者虐待、

差別解消、 地域移行に関する専門分野の相談支援を 指定相談支援事業所に委託し て、 相談

支援センタ ーを設置・ 運営し ています。

なお、 相談支援事業については、 令和３ 年度から ２ 箇所の相談支援セン タ ー、 ２ 箇所

の発達相談支援セン タ ー、 障害者権利擁護*サポート セン タ ー、 障害者地域移行コ ーディ

ネート センタ ーを配置し 、 障害福祉分野の総合的な相談窓口と し て開設し ています。

また、基幹相談支援センタ ー*については、相談支援センタ ーの機能を強化し 、その位置付

けとし てきまし たが、今後、発達相談支援センタ ー、障害者権利擁護*サポート センタ ー、障害

者地域移行コーディ ネート センタ ー機能を含む基幹相談支援センタ ー*の設置を目指し ます。

④ 成年後見制度利用支援事業・ 成年後見制度法人後見支援事業

障害福祉サービス*を利用し 又は利用し よう と する知的障害のある人又は精神障害のある人

に対し て、成年後見制度*の申し 立てに要する経費の全部又は一部について補助を行います。

また、 成年後見制度*法人後見支援事業と し て、 成年後見制度*における法人後見活動を

支援するために、 実施団体に対する研修、 安定的な実施のための組織体制の構築、 専門職

による支援体制の構築等を行います。

⑤ 意思疎通支援事業等

聴覚、 言語機能、 音声機能、 視覚又はその他の障害のため、 意思疎通を図るこ と に支障

がある人のために、 手話通訳者や要約筆記者の派遣、 点訳、 代筆、 代読又は音声訳による

支援等を行います。

⑥ 日常生活用具給付等事業

障害者等に対し 、 自立生活支援用具等の日常生活用具の給付又は貸与を行い日常生活の

便宜を図り ます。

⑦ 手話奉仕員養成研修事業

聴覚障害者と の交流活動の促進、 市区町村の広報活動等の支援者と し て期待さ れる手話

奉仕員（ 日常会話程度の手話表現技術を取得し た者） の養成研修を行います。

聴覚障害者等の生活及び関連する福祉制度等について理解と 認識を 深め、 日常会話に必

要な手話語彙及び表現技術を習得し た手話奉仕員養成のため、 長野市聴覚障害者センタ ー

「 デフ ネッ ト ながの」 に委託し 、 講座を開講し ます。

⑧ 移動支援事業

屋外での移動が困難な障害者等に対し て社会生活を営む上で必要と なる外出及び余暇活

動等を実現さ せるための外出（ 概ね８ 時間で用務を 終えるこ と が可能な公共交通機関等に

よる外出。 ただし 、 通院・ 通勤・ 通学及び社会通念上本制度を 適用するこ と が適当でない

外出は除く 。 ） を支援し ます。

⑨ 地域活動支援センタ ー機能強化事業

障害者に対して、創作的活動又は生産活動の機会を提供し 、社会と の交流を促進

します。
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■地域生活支援事業（ 必須事業） の実績と 見込量

種類 単位

第６ 期実績 第７ 期見込量

令和

３ 年度

令和

４ 年度

令和

５ 年度

令和

６ 年度

令和

７ 年度

令和

８ 年度

理解促進研修・ 啓

発事業
啓発人数 6 3 0 6 5 2 6 5 0 7 0 0 8 0 0 9 0 0

自発的活動支援事業 実施の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施

相談支援事業 箇所 6 6 6 6 6 6

う ち 　 基幹相談

支援センタ ー*等

機能強化事業

箇所
2

（ 8 ）

2

（ 8 ）

2

（ 8 ）

2

（ 8 ）

2

（ 8 ）

2

（ 8 ）

成年後見制度利用支援事業・ 成年後見制度法人後見支援事業

成年後見制度利用支

援事業（ 市長申立）
件 3 4 6 7 7 7

（ 参考） 成年後見支

援セン タ ーにおける 制

度利用についての相談

件 4 6 2 4 6 9 5 0 2 5 0 7 5 1 3 5 1 8

意思疎通支援事業等

手話通訳者・ 要約

筆記者派遣事業
件 1 ,0 8 7 1 ,0 9 7 1 ,1 0 7 1 ,1 1 7 1 ,1 2 7 1 ,1 3 7

手話通訳者設置事業 人 2 2 2 2 2 2

手話通訳者・ 要約

筆記者養成事業登

録者数

人 4 8 4 7 5 3 5 4 5 5 5 6

盲ろ う 者向け通訳・

介助員養成事業登

録者数

人 2 5 2 5 2 6 2 7 2 8 2 9

盲ろ う 者向け通訳・

介助員派遣事業
件 4 9 5 4 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0

失語症者向け 意思

疎通支援者養成事

業登録者数

人 2 7 8 9 1 0 1 1

日常生活用具給付等事業

介護・ 訓練支援用具 件/年 1 9 2 7 3 0 3 2 3 4 3 5

自立生活支援用具 件/年 5 6 4 6 7 2 7 3 7 3 7 3

在宅療養等支援用具 件/年 5 5 3 8 6 2 6 2 6 3 6 3

情報・ 意思疎通支援用具 件/年 7 1 6 8 7 0 7 0 7 1 7 2

排せつ管理支援用具 件/年 7 ,1 0 8 7 ,2 4 7 7 ,3 9 1 7 ,5 3 5 7 ,6 7 9 7 ,8 2 3

居宅生活動作補助用

具（ 住宅改修費）
件/年 6 6 6 6 6 6

手話奉仕員養成研

修事業修了者数
人 2 8 2 4 3 0 3 0 3 5 4 0

移動支援事業
人/年 2 9 3 3 2 2 3 5 0 3 5 0 3 5 0 3 5 0

時間/年 1 2 ,2 1 7 1 2 ,3 1 3 1 3 ,3 7 0 1 3 ,3 7 0 1 3 ,3 7 0 1 3 ,3 7 0
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種類 単位

第６ 期実績 第７ 期見込量

令和

３ 年度

令和

４ 年度

令和

５ 年度

令和

６ 年度

令和

７ 年度

令和

８ 年度

地域活動支援センタ ー機能強化事業

合　 計

事業所数
1 2

(1 7 )

1 1

(1 6 )

1 1

(1 6 )

1 6 1 6 1 6

利用者数 1 7 2 .5 1 6 7 .9 1 6 9 1 6 9 1 6 9 1 6 9

う ち

定員 2 0 人以上

（ 旧Ⅰ型）

事業所数 4 4 4 4 4 4

利用者数 6 6 .9 7 1 .6 7 2 7 2 7 2 7 2

う ち

定員 1 5 人以上

1 9 人未満

（ 旧Ⅱ型）

事業所数 3 3 3 3 3 3

利用者数 3 8 .9 3 8 .5 3 9 3 9 3 9 3 9

う ち

定員 1 0 人以上

1 5 人未満

（ 旧Ⅲ型）

事業所数
5

(1 0 )

4

(9 )

4

(9 )

9 9 9

利用者数 6 6 .7 5 7 .8 5 8 5 8 5 8 5 8

注） 令和３ 年度及び令和４ 年度は実績。 令和５ ～８ 年度は見込み。

注） 基幹相談支援セン タ ー*等機能強化事業の箇所数は相談支援事業掲載数値の内数で、 （ 　 ） 内は相談支援

　 　 　  専門員*の人数

注） 地域活動支援センタ ー機能強化事業の（ 　 ） 内は基礎的事業のみを実施する事業所を含む。

注） 地域活動支援センタ ー機能強化事業利用者数は一日当たり の実利用者数（ 平均）

【 見込量の確保の方策】

① 理解促進研修・ 啓発事業

障害に対する 理解促進のため、 啓発用のリ ーフ レ ッ ト 等を 作成し 、 広く 市民に普及・

啓発を行います。

障害福祉サービ ス*事業所や関係機関についてのガイ ド ブッ ク 等を 作成し 、 障害者*や

障害児*が施設を利用し 易く なるよう に努めます。

長野市障害ふく し ネッ ト と 協働し 、 全体協議会やタ ウン ミ ーテ ィ ン グ、 障害者週間*

啓発事業を実施し 、 地域の課題の共有や、 解決策の協議を行う と と も に、 障害への理解と

啓発に努めます。

障害福祉サービ ス*事業所と 地元の企業、 関係者が参集し 、 情報共有を 行い、 障害者*

雇用の促進を図り ます。

障害者を 含むすべての人が利用し やすく 、 心のバリ アフ リ ー*に対応でき る店舗を 増や

し 、 障害者の社会参加の促進と 地域住民の障害者理解を 深める ため、 令和元年度に制定

し た「 やさ し いお店登録制度」 の普及に努めます。

② 自発的活動支援事業

引き続き 各団体が行う 障害者団体社会活動事業への補助を 実施し 、障害者の自立と 社会

活動への参加を促進するための活動を支援します。
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③ 相談支援事業

複数の専門員を 南部と 北部に設置する 相談支援セン タ ーに集約し て配置し 、 障害福祉

分野の相談窓口と し て位置づけ、 地域に根差し た支援を推進し ます。

地域の専門的な相談支援を 行う 中核的な機関である、 基幹相談支援センタ ー*の設置を

目指し 、 障害種別に関わら ない相談、 ワンスト ッ プ窓口による相談等、 相談体制の充実を

図り ます。

地域の社会資源等の情報収集や提供、 地域の多様なサービスを一人ひと り の状況に応じ

て組み合わせて利用を促すコ ーディ ネート 機能が重要と なるこ と から 、 引き 続き 関係機関

と 連携し 、 基幹相談支援センタ ー*を 中心と する相談支援体制の連携強化を 図り 、 市民や

サービス事業者等に対し て相談支援事業の普及・ 啓発を図り ます。

地域の身近な相談窓口と し て、 本市が委嘱し ている心身障害者相談員について広く 周知

すると と も に、 相談員の活動を支援し ます。

④ 成年後見制度利用支援事業・ 成年後見制度法人後見支援事業

引き 続き 成年後見制度*活用パン フ レ ッ ト 等による 制度の周知を 図ると と も に、 制度利

用に関わる関係機関と 連携し 、 制度利用が必要な人への利用につながるよう 努めます。

成年後見制度*法人後見支援事業については、 認知症高齢者等の成年後見利用支援等を

行う 市の地域包括ケア推進担当課や、 日常生活自立支援事業を行う （ 社福） 長野市社会福

祉協議会*と の連携を図り ます。

⑤ 意思疎通支援事業等

長野県及び市の委託機関と 連携し て、 手話通訳者、 要約筆記者、 盲ろ う 者向け通訳・

介助員、 失語症者向け意思疎通支援者の養成や派遣を行い、 障害者がコ ミ ュ ニケーショ ン

において感じ る障壁がなく なるよう 努めます。

⑥ 日常生活用具給付等事業

障害者及び障害児*のニーズの把握に努める と と も に、 生活の質の向上を 図る こ と が

でき るよう 、 障害の特性に合わせた適切な日常生活用具の給付を行います。

福祉用具取扱い機関と の連携を 図り 、 日常生活用具の新たな技術開発や改造等の動向に

ついて情報を収集し 、 追加品目の導入を図り ます。

⑦ 手話奉仕員養成研修事業

引き 続き 事業継続と 研修の周知や啓発に努める と と も に、 手話奉仕員養成講座の基礎

課程を復習し ながら 、 手話通訳者養成講座の前段と なるレベルアッ プ講座を開講し ます。

語彙（ ボキャ ブラ リ ） 及び手話表現技術の習得者を養成するため、 手話奉仕員養成入門

講座と 手話奉仕員養成基礎講座を開講し ます。

⑧ 移動支援事業

本事業は外出時の身体的ケア等を行う も のですが、 移動手段の提供を望む声も 寄せら れ

ています。 本事業を実施する上での課題を把握すると と も に、 自家用車によら ない方法で

障害者が円滑に外出でき るよう 検討し ます。
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⑨ 地域活動支援センタ ー機能強化事業

　 利用者が障害特性に応じて活動できる場として、利用者のニーズ等を踏まえ、創作的活動や生

産活動の機会の提供や、重度障害のある人の創作活動等日中活動の場の確保を図るとともに、

利用者の社会参加の促進を行い、地域生活を支援する体制強化を図ります。

　 障害福祉サービス*のよう な支給決定やプラン作成を要さないことから、利用にあたっての制限

がない一方、個々の障害の特性に応じた支援となるよう な体制づくりが必要です。

（ 8 ） 地域生活支援事業（ 任意事業）

① 訪問入浴サービス

重度の障害者や難病*患者で一人での入浴が困難な場合の入浴支援や介護者の入浴介助

の負担軽減のため、 移動入浴車による居宅での入浴サービスを提供し ます。

② 在宅障害者タイムケア事業（ 日中一時支援事業）

障害者等の介護者が一時的に家庭において介護ができない場合、事前に登録してあるタイ

ムケア介護者（ 団体又は個人）が時間預かり の介護サービスを提供します。

③ 障害児自立サポート 事業（ 日中一時支援事業）

障害児に対し 、食事、排せつ等の介護や、自主性、社会性及び創造性が向上する支援をし 、安

心した日常生活を送れるよう サービスの提供をするとともに、保護者の介護にかかる負担軽減

を図ります。

■地域生活支援事業（ 任意事業） の実績と 見込量

種類 単位

第６ 期実績 第７ 期見込量

令和

３ 年度

令和

４ 年度

令和

５ 年度

令和

６ 年度

令和

７ 年度

令和

８ 年度

訪問入浴

サービス
人/年 1 9 1 9 1 6 1 6 1 7 1 8

在宅障害者等

タ イ ムケア事業
人/年 2 7 6 5 5 3 5 3 0 5 5 8 5 6 8 5 7 8

障害児自立

サポート 事業

登録者数

人/年 9 5 6 1 ,0 2 7 1 ,1 1 0 1 ,1 1 0 1 ,1 9 0 1 ,2 7 0

注） 令和３ 年度及び令和４ 年度は実績。 令和５ ～８ 年度は見込み。
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■サービ ス提供基盤の見込み

サービス
事業所数（ 箇所）

令和４ 年度末 令和８ 年度末

訪問入浴サービス事業 5 5

在宅障害者等タ イ ムケア事業 2 7 2 7

障害児自立サポート 事業 4 9 4 9

【 見込量の確保の方策】

① 訪問入浴サービス

必要な人に適切にサービスの提供ができ るよう 、 事業者と の連携を図り ながら 、 事業を

推進し ます。

② 在宅障害者タイムケア事業（ 日中一時支援事業）

適切にサービスが提供でき るよう 、 事業者と の連携を図り つつ事業を推進し ます。

③ 障害児自立サポート 事業（ 日中一時支援事業）

利用ニーズは今後も 増加が見込まれますが、 介護者である家族に対する支援と し ての本

事業を、 必要な人に適切に提供できるよう 、 事業者と の連携を図り つつ事業を推進し ます。
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